
（例） 個人事業者（12月決算）の経営事項審査の手続きの場合

○改正後（新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響を受けた建設事業者に対する特例）
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公共工事を請け負うことのできる期間 延長された有効期間

Ｒ2年７月までに結果通知がないと有効期限が

切れ、公共工事を請け負うことができない

公共工事を請け負うことのできる期間

公共工事を請け負うことのできる期間

公共工事を請け負うことのできる期間

この期間に結果通知を受ければ、

有効期間の空白は生じない

１年７ヶ月（有効期間）

１年７ヶ月（有効期間）

１年７ヶ月（有効期間）

１年７ヶ月（有効期間）

延長された

有効期間

別紙１


	（例）

